決　定　書

　異議申立人（以下「申立人」という。）が平成２５年６月２８日付けで提起した行政文書一部開示決定（平成２５年６月７日付け北九環政総第２３８号。以下「本件処分」という。）に対する異議申立てについて、北九州市情報公開審査会（以下「審査会」という。）に諮問し、その答申を得て、次のとおり決定する。

主　　文

本件異議申立てを棄却する。

理　　由

第１　異議申立ての趣旨及び理由

１　異議申立ての趣旨　

本件異議申立ての趣旨は、北九州市長（以下｢市長｣という。）が北九州市情報公開条例（平成１３年北九州市条例第４２号。以下「条例」という。）に基づいて行った本件処分の取消しを求めるというものである。

２　異議申立ての理由

本件異議申立ての理由は、要約すると次のとおりであり、申立人は、これらの点から本件処分は違法又は不当であると主張しているものと解される。

（１）すべての行政情報は市民のものであり、全部公開が基本原則である。特に大きな公害をもたらす可能性のある放射性物質の処理については、市民の健康を守るために全資料を公開する義務がある。

（２）公開された文書では、市民がチェックする事が一切出来ず、民主主義に反するものである。地元住民は自分達の健康や地域の環境を守るため、これを見過ごす事は出来ない。平成２３年以降の産廃処理では、高濃度の放射性物質が含まれており、市民には知る当然の権利がある。

（３）同じ文書名で、福岡県から出された廃棄物処理実績報告書には排出事業者又は収集運搬業者は公開されている。北九州市は当該法人の権利を守るために存在するのか、北九州市民の健康を守るために存在するのか。市民が健康を心配する放射能の行方を知ることのできる行政文書さえ公開しないのは、不当かつ不誠実である。

（４）東日本大震災に伴う災害廃棄物を北九州市が受け入れたことにより、その放射能の影響について不安がある。事業者の情報は、廃棄物がどこから来たものかを表すものであり、市民がどこに居住するかの判断材料となるのだから開示すべきである。

（５）憲法第２１条の国民の知る権利においても、国民が健康に暮らせる居住地を判断する際に、一般廃棄物の処分先、搬入業者の名称及び産業廃棄物の委託者の名称・所在地は、必要な情報である。また、情報公開制度は、市民を守るための制度であるべきである。企業利益を守ることを市民の健康を守ることより優先させてはならない。

（６）今は全国で放射性物質を含む汚泥、ばい灰の処理をしている。その内容を詳しく知り、健康、生命を守る判断をするためにも、一般廃棄物の処分先、搬入業者の名称及び産業廃棄物の委託者の名称・所在地の不開示処分について、取り消すことを求める。

第２　認定事実

１　申立人は、平成２５年５月２４日付けで、条例第５条の規定に基づき、市長に対して次の行政文書の開示請求（以下「本件請求」という。）を行った。

　「○○○○（○○区○○）、○○○○（○○）、○○○○（○○）２０１１．３月～現在までの廃棄物処理実績報告書

　　又、上記３工場と○○○○㈱○○、㈱○○○○（○○）が北九州市、又は住民と結んだ公害防止協定書、それに類する書類」

２　市長は、本件請求に係る行政文書（以下「本件行政文書」という。）について本件処分を行い、申立人に通知し、申立人は行政文書一部開示決定通知書を平成２５年６月１０日に受領した。

３　申立人は、平成２５年６月２８日付けで、本件処分を不服として、行政不服審査法（昭和３７年法律第１６０号）第６条の規定により、市長に対して異議申立てを行った。

４　市長は、平成２５年７月１２日付けで、本件異議申立てについて審査会に諮問した。審査会は、平成２６年６月１８日付けで、市長に対して、本件処分に係る不開示部分（以下「本件不開示情報」という。）のうち、産業廃棄物の処分実績報告書に記載された産業廃棄物処理の委託者の氏名又は名称及び住所（以下「委託者名等」という。）については、以下の理由から開示すべきとの答申を行った。

（１）産業廃棄物処理は、適法に行ったとしても、地域住民の生活環境等に影響を与えるおそれが否定できないこと。

（２）環境分野、特に産業廃棄物処理に関する情報公開の社会的要請があることなどに鑑みれば、委託者名等の営業上の取引先情報を公開されることで、多少の不利益を生ずるおそれがあるとしても、産業廃棄物処理業者として受忍すべきものであり、法人の正当な利益（競争上の地位等）を害するおそれがあるとは認められないこと。

５　市長は、平成２６年７月３０日付けで、行政不服審査法第４８条において準用する同法第２４条第２項の規定に基づき、今回開示の対象となっている○○○○㈱（現・○○○○㈱。以下「○○○○」という。）、○○○○株式会社（以下「○○○○」という。）及び○○○○株式会社（以下「○○○○」という。）の３社に対し、利害関係人として本件異議申立てへの参加及び委託者名等の開示についての意見書の提出を要請し、平成２６年８月２９日付けで上記３社から意見書の提出を受けた。その内容は、要約すると次のとおりである。

（１）取引先からの契約解除が挙げられる。３社が取引先企業に対して意向を確認したところ、もし、機密保持契約違反等のため、企業の情報が公開された場合には、契約を解除する旨の意思が既に示されている。また、信用失墜により新規営業開拓も困難となる見込みである。

（２）市場競争力への深刻な影響が考えられる。産業廃棄物処理業では、安定・継続的な取引先確保が生命線であり、長年かけて地道に開拓してきた「顧客名簿」が流出し、また、受注価格を容易に割り出される（輸送距離、廃棄物の性状等による運搬費用と処分費用の相場を基に算定可能）ことで、①産業廃棄物処理の競業他社からダンピング営業をかけられ、②排出事業者からの値引き要請や受注不調等を招き、③さらに、産業廃棄物を原材料とした製品製造コストを受注価格から推量され、製品の値下げ競争や、製造業の同業他社から製品販売マーケットを犯される結果となりうる。その結果として、産業廃棄物処理及び製造製品の売上げ減少となるおそれが高い。

（３）取引先企業にも不利益が生じるおそれがある。取引先からは、相対取引情報開示による企業の信頼関係悪化、製造業では処理コストから製品競争力を把握されることによる事業継続の支障のほか、放射能問題や不適正処理に係る風評被害や地域トラブルの懸念も示されている（よって（１）にも繋がる）。

（４）これらの事実から、ある社においては取引先からの契約解除だけで年間５億円を超える売上減少など、各社とも億単位の悪影響が見込まれ、その結果として赤字転落、事業所閉鎖も懸念される。

第３　判断

１　本件行政文書の概要等

（１）本件行政文書は、以下のとおりである。

「○○○○（○○区○○）、○○○○（○○）、○○○○（○○）２０１１．３月～現在までの廃棄物処理実績報告書

又、上記３工場と○○○○㈱○○（○○）、㈱○○○○（○○）が北九州市、又は住民と結んだ公害防止協定書、それに類する書類」

（２）市長は、本件行政文書として、次の文書を特定している。

文書１　一般廃棄物の処理に係る○○○○からの提出書類

・　一般廃棄物処理状況報告（２５年４月分～２４年８月分）

・　Ｈ２４年８月度　都市ごみ焼却灰受入予定表

・　洗浄灰（苅田）搬入連絡表

・　２０１２年８月分　原燃料受入台帳

・　一般廃棄物処理状況報告（２４年７月分～２４年３月分）

・　２４年～２５年まで都市ゴミ　予定・実績

文書２　産業廃棄物の処理に係る○○○○からの提出書類

・　産業廃棄物の処分実績報告書（平成２３年度）－中間処理業－

・　産業廃棄物の搬入量

・　産業廃棄物中間処理実績報告書（種別・処理方法毎の処理量）

・　産業廃棄物の処分実績報告書（平成２２年度）－中間処理業－

・　産業廃棄物の搬入量

・　産業廃棄物中間処理実績報告書（種別・処理方法毎の処理量）

文書３　産業廃棄物の処理に係る○○○○からの提出書類

・  産業廃棄物の処分実績報告書（平成２３年度）－中間処理業－

・　産業廃棄物の搬入量

・　産業廃棄物中間処理実績報告書（種別・処理方法毎の処理量）

・　産業廃棄物の処分実績報告書（平成２２年度）－中間処理業－

・　産業廃棄物の搬入量

・　産業廃棄物中間処理実績報告書（種別・処理方法毎の処理量）

文書４　産業廃棄物の処理に係る○○○○からの提出書類

・　産業廃棄物の処分実績報告書（平成２３年度）－中間処理業－

・　産業廃棄物の搬入量

・　産業廃棄物中間処理実績報告書（種別・処理方法毎の処理量）

・　産業廃棄物の処分実績報告書（平成２２年度）－中間処理業－

・　産業廃棄物の搬入量

・　産業廃棄物中間処理実績報告書（種別・処理方法毎の処理量）

文書５　一般廃棄物処理施設の維持管理に係る○○○○からの提出書類

・　一般廃棄物処理施設の維持管理状況報告書

文書６　一般廃棄物処理施設の維持管理に係る○○○○からの提出書類

・　一般廃棄物処理施設の維持管理状況報告書

文書７　公害の防止に関する○○○○との協定書

・　硫黄酸化物に係る公害防止に関する協定書

文書８　公害の防止に関する○○○○との協定書

・　硫黄酸化物に係る公害の防止に関する協定書

文書９　公害の防止に関する○○○○㈱（現・○○○○）との協定書

・　硫黄酸化物に係る公害の防止に関する協定書

（３）本件不開示情報は、次のとおりである。

文書１「一般廃棄物の処理に係る○○○○からの提出書類」中、一般廃棄物処理状況報告（２５年４月分～２４年３月分）のうち、

ア　法人の印影

　　　イ　処分先

洗浄灰（苅田）搬入連絡表のうち、

　　　ウ　搬入業者

文書２「産業廃棄物の処理に係る○○○○からの提出書類」中、産業廃棄物の処分実績報告書（平成２３年度及び平成２２年度）－中間処理業－のうち、

　　エ　法人の印影

　　オ　記入者の職及び氏名

　　　カ　委託者名等

文書３「産業廃棄物の処理に係る○○○○からの提出書類」中、産業廃棄物の処分実績報告書（平成２３年度及び平成２２年度）－中間処理業－のうち、

　　キ　法人の印影

　　ク　記入者の職及び氏名

　　ケ　委託者名等

文書４「産業廃棄物の処理に係る○○○○からの提出書類」中、産業廃棄物の処分実績報告書（平成２３年度及び平成２２年度）－中間処理業－のうち、

コ　法人の印影

　　　サ　記入者の職及び氏名

　　　シ　委託者名等

文書５「一般廃棄物処理施設の維持管理に係る○○○○からの提出書類」中、一般廃棄物処理施設の維持管理状況報告書のうち、

　　ス　法人の印影

文書６「一般廃棄物処理施設の維持管理に係る○○○○からの提出書類」中、一般廃棄物処理施設の維持管理状況報告書のうち、

　　　セ　法人の印影

文書７「公害の防止に関する○○○○との協定書」中、硫黄酸化物に係る公害防止に関する協定書のうち、

ソ　法人の印影

文書８「公害の防止に関する○○○○との協定書」中、硫黄酸化物に係る公害の防止に関する協定書のうち、

タ　法人の印影

文書９「公害の防止に関する○○○○㈱（現・○○○○）との協定書」中、硫黄酸化物に係る公害の防止に関する協定書のうち、

　　　チ　法人の印影

（４）市長は、記入者の職及び氏名は、個人に関する情報であって、特定の個人を識別することができる情報にあたり、これを公にすることにより、個人の権利利益を害するおそれがあるため、条例第７条第１号に該当し、不開示とすべきであると判断している。

　また、法人の印影は、当該法人が取引に用いる印の印影であり、これを公にすることにより、事業活動における権利、競争上の地位その他正当な利益を害するおそれがあるため、条例第７条第２号に該当し、不開示とすべきであると判断している。

　更に、○○○○㈱又は○○○○㈱と北九州市は、公害防止協定を締結していないため、公害防止協定書・それに類する書類は作成も取得もしておらず、保有していないため、当該文書は不存在である。

　これらの点について、申立人は、意見書の中で、不開示の理由については理解したとしている。したがって、記入者の職及び氏名の条例第７条第１号該当性及び法人の印影の条例第７条第２号該当性について、また、上記２社と北九州市が締結した公害防止協定書・それに類する書類の不存在については、判断しないものとする。

２　本件事案の争点

　本件異議申立てにおける争点は、次の本件不開示情報が、条例第７条第２号に該当するか否かに要約される。

（１）文書１の一般廃棄物処理状況報告（２５年４月分～２４年３月分）のうち、一般廃棄物の処分先（上記１（３）のイ）

洗浄灰（苅田）搬入連絡表のうち、

搬入業者（上記１（３）のウ）

（２）文書２、文書３及び文書４中、産業廃棄物の処分実績報告書（平成２３年度及び平成２２年度）－中間処理業－のうち、委託者名等（上記１（３）のカ、ケ及びシ）

３　条例第７条第２号該当性の判断

（１）条例第７条第２号の構造

条例第７条第２号本文は、「法人その他の団体（国、独立行政法人等、地方公共団体及び地方独立行政法人を除く。以下「法人等」という。）に関する情報又は事業を営む個人の当該事業に関する情報であって、公にすることにより、当該法人等又は当該個人の権利、競争上の地位その他正当な利益を害するおそれがあるもの」を不開示情報として規定しており、不開示情報から除かれるものについて、同号ただし書で「ただし、人の生命、健康、生活又は財産を保護するため、公にすることが必要であると認められる情報を除く。」と規定している。

法人等及び事業を営む個人は、財やサービス、雇用の場を社会に提供し、社会的経費を分担しているので、その適正な活動は、社会の維持及び発展のために不可欠であり、保護されなければならない。本号は、法人等又は事業を営む個人の適正な事業活動を尊重し、正当な利益を保護する観点から、公にすることにより、事業を行うものの権利、競争上の地位その他正当な利益を害するおそれがある情報については、不開示とすることを定めたものである。ただし、そのような情報であっても、人の生命、健康、生活又は財産を保護するため、必要であると認められる情報は、例外的に開示することとしたものである。

（２）廃棄物処理法等の概要

　本件事案の争点となる不開示情報は、一般廃棄物処理状況報告及び産業廃棄物の処分実績報告書に記載された情報であり、いずれも廃棄物に関するものなので、ここで廃棄物に関する法令等の仕組みについて触れておく。

　廃棄物の処理については、廃棄物の処理及び清掃に関する法律（昭和４５年法律第１３７号。以下「廃棄物処理法」という。）が制定されており、本市は、同法の下で北九州市廃棄物の減量及び適正処理に関する条例（平成５年北九州市条例第２８号）を定めている。

　廃棄物処理法では、廃棄物を一般廃棄物と産業廃棄物に区分している（同法第２条）。すなわち、同法は、廃棄物を人の日常生活の中から排出されるものを中心とする一般廃棄物と、事業活動に伴って排出される廃棄物のうち一定のものからなる産業廃棄物に区分し、それぞれの処理体系を整備し、一般廃棄物の処理は、原則として市町村が行うものとし（同法第６条の２）、産業廃棄物の処理は、原則として事業者が行うものとしている（同法第１１条）。

　廃棄物処理法は、社会状況の変化に応じて改正がなされてきたが、特に、産業廃棄物の処理については、不法投棄等の諸問題に対応して、幾度となく規制が強化されてきた経緯がある。例えば、同法第１２条の３の規定は、産業廃棄物を排出する事業者に対して、その産業廃棄物の処理を他人に委託する場合に、産業廃棄物管理票（マニフェスト）を交付し、最終処分まで確認することを義務付け、産業廃棄物の処理の流れを把握することにより、不法投棄等の不適正処理を防止し、排出事業者責任に基づく適正な処理を確保することとしている。

（３）不開示情報ごとの判断

　　　以上を前提にして、各情報を検討していくと、以下のとおりとなる。

ア　一般廃棄物処理状況報告（２５年４月分～２４年３月分）のうち、一般廃棄物の処分先、洗浄灰（苅田）搬入連絡表のうち、搬入業者

北九州市廃棄物の減量及び適正処理に関する規則（平成６年北九州市規則第１３号）第９条の規定では、一般廃棄物収集運搬業者又は一般廃棄物処分業者は、毎月の事業の運営状況について、当該月の翌月の１０日までに市長に報告しなければならないこととされている。この「一般廃棄物処理状況報告」は、当該規定に基づいて、事業者から市長あてに提出された文書である。

市長は、本件処分に際し、報告書に記載された処分先・搬入業者の名称は、当該法人にとって営業上の取引先情報であり、これを公にすることにより、当該法人の事業活動における権利、競争上の地位その他正当な利益を害するおそれがあるため、条例第７条第２号に該当し、不開示とすべきであると判断した。

一般に、法人等は、独立した事業活動を行っており、当該法人等が誰とどれだけの金額で契約するのかといった取引に関することを始め、人、物、金などの自らの経営資源をどのように配分・活用し、どのように団体を運営していくかは、当該法人等の営業戦略上の自由に属する。法人等の取引先は重要な営業情報であり、取引先に関する情報は当該事業者の同業者等にとっても相当の価値を有するものと推測され、公にすることにより、当該法人等の事業活動に不利益を与えるおそれがあるといえる。

したがって、本件不開示情報である処分先・搬入業者の名称は、法人等の上記のような事業活動上の情報、つまり、事業を営む法人や企業の当該事業における営業・販売上の取引先に関する情報であって、この情報を公にすることにより、当該法人の権利、競争上の地位その他正当な利益を害するおそれがあると認められるため、条例第７条第２号本文に該当し、不開示とする理由がある。

次に、同号ただし書の適用の可否について検討する。同号ただし書では、人の生命、健康、生活又は財産を保護するため、公にすることが必要であると認められる情報の場合には、例外的に開示することとしている。本件において、申立人は、「東日本大震災に伴う災害廃棄物を北九州市が受け入れたことにより、その放射能の影響について不安がある。事業者の情報は、廃棄物がどこから来たものかを表すものであり、市民がどこに居住するかの判断材料となるのだから開示すべきである。」と主張しているので、この点について検討する。

　前記のとおり、一般廃棄物の処理は、原則として市町村が行うこととなっているが、被災地の復旧復興を支援するため、北九州市が宮城県と締結した災害廃棄物の処理に関する基本協定書及び委託契約書に基づき、東日本大震災に伴う災害廃棄物の受入れを行った。その災害廃棄物は、一般廃棄物として位置づけられるものである。そこで、上記の一般廃棄物処理状況報告の中で報告されている廃棄物に当該災害廃棄物が含まれているという特殊な場合であれば、上記の一般的な場合の企業情報としての取引先情報の不開示の処理とは異なった取扱いが認められる余地もあると考える。すなわち、東日本大震災に伴う災害廃棄物の放射能の影響を不安に感じる住民の心情を考慮し、同号ただし書の適用により、当該情報を開示する余地もある。

本市が受け入れた東日本大震災に伴う災害廃棄物は、一般廃棄物として新門司工場、日明工場、皇后崎工場の市内３か所で全量が焼却され、発生した焼却灰は、響灘西地区廃棄物処分場に埋立処分されたが、本市が受入れを行った災害廃棄物は、現地で放射能濃度を測定し安全なレベルであることが確認され、かつ、災害廃棄物を搬入するコンテナごとに放射線量の測定を行って安全性が確認されたものであり、また処理施設周辺及び市内のモニタリングポストなどにおける放射線量とも、自然界と同レベルであって、受入れ処理による影響も全くなかった。

通常、一般廃棄物の場合で他都市から搬入される場合は、廃棄物の処理及び清掃に関する法律施行令（昭和４６年政令第３００号）第４条第９号イの規定に基づき、搬入場所や搬入量、処理方法等について、他都市から本市に事前に通知することとなっており、また、受入れ処理実績については、北九州市廃棄物の減量及び適正処理に関する規則第９条の規定に基づき、処理業者は本市に、一般廃棄物処理状況報告を提出することとなっている。なお、東日本大震災に伴う災害廃棄物については、一般廃棄物の場合で他都市から搬入される場合に該当するが、協定書及び委託契約書が他都市からの事前の通知の役割を果たしている。

このような仕組みで、本市は他都市から搬入される一般廃棄物の受入れ状況を把握しており、本件においては○○○○が受入れ処理する一般廃棄物（焼却灰）の中に、本市が受け入れた東日本大震災由来の災害廃棄物は含まれていないことを確認しており、したがって、一般廃棄物処理状況報告の中で報告されている廃棄物には、当該災害廃棄物は含まれていないことになる。

したがって、同号ただし書が適用され、情報公開が認められる余地のある特殊な場合ではないと認められるので、一般の場合の不開示の処理で妥当であると判断する。

イ　産業廃棄物の処分実績報告書のうち、委託者名等

産業廃棄物は、事業活動に伴って生ずる廃棄物であって、燃え殻、汚泥、廃油、廃酸、廃アルカリ、廃プラスチック類、その他政令で定められた廃棄物であること（廃棄物処理法第２条第４項）、これらの産業廃棄物は事業者の処理責任に基づき処理しなければならないこと（廃棄物処理法第３条第１項）などが廃棄物処理法により規定されている。

本報告書は、廃棄物処理法第１８条の規定に基づき、廃棄物の保管、収集、運搬若しくは処分に関し、産業廃棄物処理業者から市長に提出された実績報告書である。

市長は、本件処分に際し、報告書に記載された委託者名等は、上記（３）のアと同様に、当該法人にとって営業上の取引先情報であり、これを公にすることにより、当該法人の事業活動における権利、競争上の地位その他正当な利益を害するおそれがあるため、条例第７条第２号に該当し、不開示とすべきであると判断した。

　この点について、審査会からは、第２の４のとおり開示すべきとの答申を受けている。

しかしながら、委託者名等の開示に伴う不利益が、答申で指摘された産業廃棄物処理業者の受忍限度の範囲か否かを判断するため、第２の５のとおり提出された上記３社の意見書により実態を鑑みるに、委託者名等を開示することにより、以下のことが言える。

・取引先からの信頼低下により契約解除による不利益が確実に生じること。

・顧客名簿や取引価格、ひいては製品価格の推定により、取引先又は同業他社との値引き交渉、ダンピング営業がなされる蓋然性が高いこと。

・産業廃棄物処理業者のみならず、取引先の製造業者等の利益も損なうおそれがあること。
・公にすることによる不利益の程度は決して小さいものでなく、赤字に転落し廃業の可能性もあること。

これらのことが認められることから、①取引先も含めた不利益の「範囲」、②不利益を生じる「可能性」、③不利益の「程度」の３点を踏まえれば、委託者名等を開示することにより３社等が受ける不利益は、産業廃棄物処理に関わる事業者として当然受忍すべき受忍限度の範囲を著しく超えているものと認められるので、委託者名等は条例第７条第２号本文に該当するものと判断する。

　次に、条例第７条第２号ただし書きに該当するか判断する。

申立人は、委託者名等を開示することで、放射性廃棄物の受入状況が分かり、市民の健康等が保護されると主張する。

しかしながら、上記３社の意見書によれば、産業廃棄物に含まれる放射能のチェックは厳重に行い、受入れを行っていないとのことであった。この点、市長においてもこの内容をチェックし、現に受入れが行われていないことを確認している。加えて、仮に委託者名等を開示しても、放射性廃棄物の受入れを判断することは困難である。

以上のことを踏まえ、委託者名等を開示することで失われる損失と得られる利益を比較衡量するに、条例第７条第２号ただし書きに該当するとは認められない。

４　その他、本件処分には違法又は不当な点はない。

５　以上により、本件異議申立てには理由がないことから、行政不服審査法第４７条第２項の規定を適用し、主文のとおり決定する。

（教示）

　この決定に不服があるときは、この決定があったことを知った日の翌日から起算して６か月以内に、北九州市を被告として（訴訟において北九州市を代表する者は北九州市長となる。）、決定の取消しの訴えを提起することができる。

平成２６年９月３０日

北九州市長　　北橋　健治
